
令和８年度東京都における
介護人材の確保・定着・育成に向けた取組について事業体系図（概要）

定着 育成確保

拡 :拡充 新 :新規

■現任介護職員資格取得支援
事業

資質の向上

■代替職員の確保による
現任介護職員等の研修支援
事業

■介護職員スキルアップ研修
事業

■介護職員等によるたんの
吸引等のための研修事業

区市町村の取組支援

■東京都区市町村介護人材対策事業 ■高齢包括補助事業 ・介護職員宿舎借り上げ支援事業

・外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業

■介護職員初任者研修取得支援事業

～学生、主婦、元気高齢者及び離職者等向け～

多様な人材の参入促進

～未経験者向け～

■かいごチャレンジ職場体験事業

■介護職員奨学金返済・育成支援事業

～未経験者向け～

育成・定着含

職場環境の改善

■介護職員等処遇改善加算取得促進支援事業

■介護現場改革促進事業
・デジタル機器導入支援
・次世代介護機器導入支援
・人材育成促進支援 ・組織・人材ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援

■介護現場におけるハラスメント対策強化事業

確保含

■介護現場のDX・タスクシェア促進事業

■介護職員就業促進事業

■地域を支える「訪問介護」応援事業
    ・中山間地域等における採用活動支援
    ・ホームヘルパー等への同行支援
    ・経営改善の支援
    ・登録ヘルパー等の常勤化支援
    ・採用経費補助

住宅費の負担軽減

■介護職員の宿舎施設整備支援事業■東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業

■介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業

～イメージアップ～

■介護現場のイメージアップ戦略事業
～介護WITHプロジェクト～

■介護DX推進人材育成支援事業

拡

拡

その他：■人材活用に向けた介護事業所の協働促進事業 ■訪問介護事業者におけるＥＶ車・ＥＶバイク導入支援事業

■地域におけるケアプランデータ連携
システム活用促進事業

拡

拡

■介護事業者経営力強化等サポート事業
（TOKYO介護Bizサポート事業）
・実行支援型経営体制サポート事業
・人材育成促進支援事業（再掲）
・小規模事業者向け公的バックオフィス事業
・介護事業所における書類管理負担削減に係る
調査研究事業

・パートナー訪問介護トライアル事業

■TOKYO福祉キャスト育成事業 新
■介護・障害福祉サービス等事業所における
育児介護休業等両立支援事業

■介護事業所等に対するサービス継続支援事業

新

新

新



令和8年度東京都における
介護人材の確保・定着・育成に向けた取組について

事業体系図（概要） 拡 :拡充 新 :新規

■ 外国人介護従事者受入れ環境整備事業 ■ 経済連携協定に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業

■ 外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業

外国人材の受入れ環境整備

ケアマネジメントの質の向上

より幅広い層への働きかけ
さらなる職場環境改善

（介護現場の生産性向上）
外国人従事者の積極的な受入れ

【再掲】2040年に向けたさらなる取組

確保・定着 資質の向上

■居宅介護支援事業所経営改善等支援事業

■居宅介護支援事業所管理者向けマネジメント支援
研修事業

■介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業（再掲）

■介護支援専門員研修事業 確保・定着含

確保・定着含

■ 介護施設等による留学生受入れ支援事業

■ 特定技能制度に基づく外国人介護従事者の受入れ支援事業

■ 外国人介護従事者活躍支援事業

・海外への魅力発信・マッチング促進

・関係団体との連携体制構築

・受入れ調整機関活用経費補助

■かいごチャレンジ職場体験事業

■介護現場のイメージアップ戦略事業
～介護WITHプロジェクト～

■地域を支える「訪問介護」応援事業

■介護現場改革促進事業
・デジタル機器導入支援
・次世代介護機器導入支援
・人材育成促進支援
・組織・人材ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援

■介護DX推進人材育成支援事業

■介護現場のDX・タスクシェア促進事業

■ 外国人介護従事者受入れ環境整備事業

■ 外国人介護従事者活躍支援事業
・海外への魅力発信・マッチング促進

・関係団体との連携体制構築

・受入れ調整機関活用経費補助

■ 特定技能制度に基づく外国人介護
 従事者の受入れ支援事業 他

■介護支援専門員再就業等支援事業

■地域におけるケアプランデータ連携システム活用促進事業（再掲）

拡

拡

拡



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（１／１１）

多様な人材の参入促進

～未経験者向け～

■かいごチャレンジ職場体験事業

介護の仕事の未経験者に対して、職場体験からマッチング、就業、定着までを一貫して支援、

職場体験参加者へのＰＲやスポットワークの案内などを継続的に行い、未経験者の介護分野への入職・定着を図る

■介護職員初任者研修等資格取得支援事業

介護現場への就労を希望する方に対して、無料の介護職員初任者研修等を開講し、資格取得を支援

～学生、主婦、元気高齢者及び離職者等向け～

■介護職員就業促進事業

介護の仕事の未経験者等に対して、介護施設等での就労及び介護の資格取得を支援

■地域を支える「訪問介護」応援事業

人材不足が深刻化している訪問介護事業者に対し、未経験者の雇用に加え、経験年数が短い訪問介護員等への同行

支援や経営改善に係る経費等を支援

～未経験者向け～

■介護職員奨学金返済・育成支援事業

奨学金返済相当額の手当支給（又は代理返還）と、計画的な人材育成に取り組む事業者を支援

拡

拡



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（２／１１）

多様な人材の参入促進

～イメージアップ～

■介護現場のイメージアップ戦略事業～介護WITHプロジェクト～

夢や趣味と介護の仕事を両立している職員を応援し、多様な働き方ができることをPR



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（３／１１）

職場環境の改善

■介護現場改革促進事業

〇介護ニーズの増加が見込まれる中、質の高い介護サービスを提供できるよう、

デジタル機器及び次世代介護機器の導入、見守り支援機器導入に伴う通信環境整備、

キャリアパスの導入等の人材育成の仕組みづくり等を支援することで、生産性向上に取り組む事業者を支援

〇介護職員が安心して働き続けられる等、介護事業者が働きやすい職場環境づくりに取り組めるよう、セミナーを実施

■介護DX推進人材育成支援事業

デジタル機器や次世代介護機器の導入など、介護現場においてＤＸを推進する人材の育成を支援

■介護現場のDX・タスクシェア促進事業

施設の外から遠隔操作で入所者とのコミュニケーション等を行うことができる分身ロボットや掃除・配膳ロボット

の導入を支援

■地域におけるケアプランデータ連携システム活用促進事業

居宅介護支援事業所と居宅サービス事業所における業務負担軽減及び生産性の向上に向け、地域一体となって

ケアプランデータ連携システムの導入促進に取り組む区市町村を支援

拡

・次世代介護機器及びデジタル機器の導入について、
一部補助率の引き上げ及び対象拡充（養護・軽費）
・人材育成促進事業のメニュー拡充



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（４／１１）

職場環境の改善

■介護職員等処遇改善加算取得促進支援事業

介護職員等処遇改善加算の取得に係る助言・指導等を行い、加算の新規取得や、より上位区分の加算取得等を支援

■介護現場におけるカスタマーハラスメント対策強化事業

介護事業者に対するカスタマーハラスメント対策説明会の実施や、介護職員向けの総合相談窓口の設置等を行うと

ともに、介護職員の安全を確保するため、利用者宅に複数人で訪問する場合の経費等を支援

■介護事業者経営力強化等サポート事業

①実行支援型経営体制サポート事業

介護事業者の経営改善等につなげるため、経営情報の分析を踏まえ、助言にとどまらず、さらに一歩踏み込んだ

実務支援を実施

②人材育成促進支援事業（再掲）

介護事業者の生産性向上に向け、人材育成の仕組みづくりに取り組む介護事業所に対して、長期的な取組を新たに支援

③小規模事業者向け公的バックオフィス事業

介護事業者の事務負担軽減につなげるため、小規模な介護事業者が共同で実施することでスケールメリットが出せる

業務を集約するバックオフィスを東京都で開設し、参画する介護事業者への支援を実施

④介護事業所における書類管理負担削減に係る調査研究事業

介護事業者の書類管理負担軽減に向けたＢＰＲ（業務の最適化）を実施

➄パートナー訪問介護トライアル事業

メインの訪問介護事業所（パートナー訪問介護事業所）が中心となり、地域の訪問介護事業所が連携して１人の利用者

に対応する仕組みを試行

新



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（５／１１）

職場環境の改善

■介護事業所等に対するサービス継続支援事業

気候変動の影響等による猛暑や線状降水帯の発生に伴う災害など様々な困難が発生したときにおいても介護サービスを

円滑に継続することが出来るよう、対策を講じる介護サービス事業所・介護施設等に対する支援を行うことを目的とし、

取組を行う都内の介護事業所等に対し、補助金を交付する（訪問系介護サービス事業所への暑さ対策用品の購入経費補助、

訪問介護事業所等への電動アシスト自転車の購入経費補助も含む）

新



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（５／１１）

資質の向上

■介護職員スキルアップ研修事業

医学的知識や高齢者特有の身体的特徴等に関する研修

■介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業

たんの吸引等の医療的ケアを行うための研修

■現任介護職員資格取得支援事業

現任職員の介護福祉士国家資格取得にかかる経費を事業者に補助

■代替職員の確保による現任介護職員等の研修支援事業

現任職員が研修に参加する場合に、代替職員を派遣

拡



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（６／１１）

住宅費の負担軽減

■介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業

住居費等生活コストの高い東京の実情を踏まえ、介護報酬の国の見直しが講じられるまでの間、介護職員及び

介護支援専門員に対し、居住支援特別手当を支給する介護保険サービス事業所及び養護老人ホームを支援

■東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業

事業者が職員宿舎を借り上げる場合の経費を補助

■介護職員の宿舎施設整備支援事業

事業者が介護職員宿舎を整備する場合の経費を補助



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（７／１１）

区市町村の取組支援

■東京都区市町村介護人材確保対策事業費補助金

区市町村が行う地域の特色を踏まえた介護人材確保対策への支援

■介護職員宿舎借り上げ支援事業（高齢者施策推進包括補助事業）

地域密着型介護サービス事業者の職員宿舎借り上げ経費を補助する区市町村へ、事業費を補助

■外国人介護従事者等に対する日本語学習支援事業（高齢者施策推進包括補助事業）

区市町村が日本語教育団体、介護施設運営法人等に委託し、介護施設で就労中又は就労する意欲のある

外国人等に対し、介護に必要な語学力の習得を目的とした日本語研修を実施する事業費を補助

その他

■人材活用に向けた介護事業所の協働促進事業

複数の小規模介護事業者が連携して実施する、人材交流・合同採用・共同活用等の協働化に関する先進的な

取組を支援し、検証を通じて、地域における介護人材の有効活用策を検討

■訪問介護事業所におけるＥＶ車・ＥＶバイク導入支援事業

訪問介護事所がサービス提供時の移動に用いる電気自動車及び電動バイクを購入する際の経費を支援

「介護支援専門員の業務負担軽減のための
シャドウワークに関する相談窓口及び業務の
受け皿創設支援事業」を新たにメニュー追加



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（８／１１）

外国人材の受入れ環境整備

■外国人介護従事者受入れ環境整備事業

外国人介護従事者が円滑に就労・定着できるように、介護施設等への支援

①外国人介護従事者受入れセミナー

介護事業者の経営者等に対し、外国人受入れに必要な知識・ノウハウ等を提供するためのセミナー及び専門家

による相談会を実施

②外国人介護従事者指導担当職員向け研修

外国人介護従事者の指導担当職員に対し、指導のポイント等についての研修を実施し、指導体制の充実を支援

③介護施設等による外国人介護職員とのコミュニケーション促進支援事業

外国人介護人材受入れ施設等に対して、日本人職員、外国人介護職員、介護サービス利用者等の相互間の円滑な

コミュニケーションを支援するため、多言語翻訳機の導入経費や異文化理解に関する研修の経費など環境整備に

要する経費の一部を補助

■外国人介護従事者活躍支援事業

外国人介護従事者の受入れを促進するため、海外での広報活動を行うとともに、専用のサイトにより、都内介護

事業所の職場環境や求人情報等を多言語で発信。施設等が登録支援機関等の受入れ調整機関を活用する場合に、

経費の一部を補助。外国人人材を受け入れたことのない介護事業所に対し、日本語学校等に通い就職を希望する外国人留学

生の職場体験を実施する。

拡



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（９／１１）

外国人材の受入れ環境整備

■経済連携協定に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業

介護福祉士国家資格取得に必要な知識及び技術の習得に要する研修が円滑に実施されるよう、介護保険施設等を支援

■外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業

技能実習に必要な日本語教育及び技術の習得が円滑に実施されるよう介護保険施設等を支援

■特定技能制度に基づく外国人介護従事者の受入れ支援事業

技能実習に必要な日本語教育及び技術の習得が円滑に実施されるよう介護保険施設等を支援

■介護施設等による留学生受入れ支援事業

介護施設等（※）が留学生に対して学費等を支給する場合、当該費用の一部を補助

※日本語学校及び介護福祉士養成施設に通う留学生を雇用する介護施設等



令和８年度 介護人材確保対策の取組について（１０／１１）

ケアマネジメントの質の向上

■居宅介護支援事業所経営改善等支援事業

居宅介護支援事業所に対して、新規または既に雇用されている事務職員の雇用に係る人件費の一部を

補助するとともに、経営改善に係る取組や利用者確保のための広報活動に係る経費を補助し、

業務効率化や経営改善を支援

■介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業（再掲）

住居費等生活コストの高い東京の実情を踏まえ、介護報酬の国の見直しが講じられるまでの間、介護職員及び

介護支援専門員に対し、居住支援特別手当を支給する介護保険サービス事業所及び養護老人ホームを支援

■介護支援専門員再就業等支援事業

介護支援専門員有資格者の再就業等の支援により都内の現任介護支援専門員の確保に繋げるとともに、

潜在ケアマネ等を中小企業へ派遣して介護の仕組みや制度の啓発等を実施、介護に直面した従業員に

対する介護と仕事の両立支援制度整備等に取り組む中小企業を支援

■地域におけるケアプランデータ連携システム活用促進事業（再掲）

居宅介護支援事業所と居宅サービス事業所における業務負担軽減及び生産性の向上に向け、地域一体となって

ケアプランデータ連携システムの導入促進に取り組む区市町村を支援

拡

拡
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ケアマネジメントの質の向上

■介護支援専門員研修事業

・受講料補助

都内の法定研修受講料を負担している事業者に対して、負担額の一部を補助

■居宅介護支援事業所管理者向けマネジメント支援研修事業

居宅介護支援事業所の管理者に、管理者としてのマネジメントや人材育成等の知識・手法を身につける

ための研修を実施
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